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研究要旨 

 健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立場からサポートすることを目的に 10 名の研究

者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１． 健康日本２１（第二次）の普及に向けて、保健医療関係職種を対象とする研修会を実施し

た。 

２． 電話調査の結果、平成 25年に比べて平成 27 年で認知度が有意に上昇したものは「健康寿

命」、「ロコモティブシンドローム」、「１日の望ましい野菜の量＝350g」であった。一方、

「慢性閉塞性肺疾患 COPD」の認知度は有意に低下した。 

３． 健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）は、全国と多くの都道府県で平成 25 年が

22年に比べて延伸傾向で、都道府県間のバラツキ（標準偏差）も縮小傾向であり、健康日

本２１（第二次）の目標達成に向かっていることが示された。 

４． 低学歴の者ほど喫煙率が高かった。母子保健における社会経済的指標の交互作用を検討す

る場合には、父親の学歴を用いることが有用である可能性が示唆された。 

５． 特定健診等の場で禁煙支援を実施している市町村では健診連続受診者における喫煙率減

少割合が有意に高いことが分かり、都道府県レベルでの禁煙支援事業の効果が示唆された。

肥満・生活習慣病対策を進めている愛知県内２市をモデルに、健康日本２１を進める要因

を検討した。 

６． 全国の行政担当者に対するアンケート調査により、食環境整備や身体活動などに関する事

業の実施状況と課題について検討した。 
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Ａ．研究目的 

 平成25年度に始まった「健康日本２１（第二

次）」は、今後10年間にわたる国民健康づくり

運動の方向性と各健康課題における目標値を示

したものであり、その達成はわが国の活力と社

会保障体制のサステナビリティに大きな意味を

持つ。 



 本研究の目的は、以下の４点に関して「健康

日本２１（第二次）」の推進を研究者の立場から

サポートすることである。第１に健康寿命の都

道府県格差の推移に関する把握と評価、第２に

健康格差の現状と要因の解明、第３に健康づく

り運動の進め方に関する情報・スキルの提供、

第４に国民における認知度の向上である。以上

の目的を果たすため、全体研究と個別研究を実

施する。 

 全体研究では、健康づくり関連職種と国民の

それぞれにおいて普及啓発を図った。そのため、

健康づくり関連職種を対象に研修会を開催する。

国民に対しては、健康日本２１や健康寿命など

に関する国民の認知度を毎年調査して状況をモ

ニタリングする。 

 個別研究では、各研究分担者の専門領域で、

①健康日本２１（第二次）での目標や指標に関

する方法論上の検討とデータ解析、②生活習慣

や健康指標における格差の現状把握と要因解明、

③モデル地域での健康づくり事業の展開とその

評価を行う。①については、橋本が健康寿命の

指標について平成 25年値を算定し、横山が健康

寿命の都道府県の縮小に関する分析・評価方法

を検討し、さらに宮地が身体活動の政策と行動

計画に関する 47都道府県の実施状況について、

武見が食環境整備事業の課題について検討する。

②については、山縣が母親喫煙と低出生体重と

の関連に対する父親学歴の影響を、中村が学歴

別の喫煙率の格差に関する実態を、それぞれ検

討する。③については、津下、山之内と中村が

それぞれの関係する地域で実施し、その効果を

評価する。また、樋口はアルコール関連健康障

害を予防するための保健指導と介入を行う。 

 これらの研究成果は「健康日本２１（第二次）

実践マニュアル」や研究班ウェブサイトにも反

映されるとともに、厚生労働省「健康日本２１

（第二次）推進専門委員会」にも報告される。

これらを通じて、健康づくり関連職種と国民に

おける健康づくり活動を支援し、もって「健康

日本２１（第二次）」の目標達成に貢献するもの

である。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班は、研究代表者と９名の研究分担者

で構成される。平成 27年度は、第１回研究班会

議を５月８日に開催して、本年度の研究計画を

協議した。その後、各研究者が相互に連携しつ

つ研究を進めた。10月９日に「健康日本２１（第

二次）の推進」に関する実践マニュアル研修会

を開催した。さらに平成 28 年１月８日に第２回

研究班会議を開催して本年度の研究結果を取り

まとめた。 

 なお、研究方法の詳細については、各分担研

究報告書を参照されたい。 

（倫理面への配慮） 

 すべての研究は「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」を遵守しており、所属施設

の倫理委員会の承認を受けている。個人情報の

取り扱いなどの方法に関する詳細については、

各分担研究報告を参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

１）「健康日本２１（第二次）実践マニュアル」

の推進に関する研修会の開催 

 全体研究の一環として、「健康日本２１（第二

次）実践マニュアル」の推進に関する研修会を

10月９日に東京で開催した。昨年度に引き続き、

本研修会は保健衛生職種（保健師・管理栄養士

など）・行政職・医療保険者などを対象とした。

昨年度の研修会出席者の感想・希望を尊重し、

講師の数を絞って質疑応答の時間を増やすとと

もに、効果的な推進方策（とくに PDCA サイクル

の回し方）と好事例の紹介を重点的に行うこと

により、参加者が「参考にする・まねる」こと

ができるような講演内容とした。 

 講義タイトルと講師は、以下の通りである。 

・ 地域・職域診断に活用できる情報・ツールと

活用法（横山徹爾） 

・ 地域・職域診断を活用した保健事業への展開

から方針決定、企画、評価への応用（津下一

代） 

・ 地域・職域における効果的な身体活動増加の



取り組み（宮地元彦） 

・ 地域・職域の食生活課題の把握・分析を踏ま

えた栄養教育・食環境整備（武見ゆかり） 

・ 健康寿命延伸にむけて地域や職域で取り組

むべきたばこ対策（中村正和） 

 約 170名の参加者のうち、アンケートにご回

答いただいた 126 名の集計結果を以下に紹介す

る。参加者の職種は、保健師・看護師 78 名

（61.9％）、管理栄養士・栄養士 28名（22.2％）、

医師３名（2.4％）、その他 17名（13.5％）であ

った。所属は、行政 76名（60.3％）、医療保険

関係 21 名（16.7％）、教育・研究 18名（14.3％）、

その他 11名（8.8％）であった。 

 研修会に対する感想では、「全体を通して講演

内容は分かりやすかったか」との質問に対して、

「強くそう思う」54名（42.9％）と「そう思う」

68 名（54.0％）とで、約 97％であった。「講演

内容は今後の活用に活用できそうか」との質問

に対して、「強くそう思う」47 名（37.3％）と

「そう思う」73 名（57.9％）とで、約 95％であ

った。以上のように、本研修会は受講者から非

常に高い評価を受けることができた。なお、本

研修会で講師が使用したスライドは研究班ホー

ムページに掲載されているので、参照されたい

(http://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/japa

n21/study-session-3.html）。 

２） 健康日本２１（第二次）に関する健康意

識・認知度調査とその推移に関する研究 

平成 25～27 年にかけて、一般集団において厚

生労働省「健康日本２１（第二次）」に関する健

康意識・認知度がどのように推移したか調査し

た。各年とも、Random Digit Dialing法を用い

て、層化無作為に抽出した全国 1,800人に対し

て電話調査を行った。直近の平成 27年調査で認

知度が高かった上位４位の用語は、「メタボリッ

クシンドローム（96.1％）」、「健康寿命（66.2％）」、

「慢性閉塞性肺疾患 COPD（42.8％）」および「ロ

コモティブシンドローム（40.7％）」であった。

３年間の推移では、「健康寿命」と「ロコモティ

ブシンドローム」の認知度は年とともに増加し

た。一方、「慢性閉塞性肺疾患 COPD」の認知度

は年とともに低下した。また、「メタボリックシ

ンドローム」の認知度はいずれの年次も高い水

準にあった。 

３） 健康寿命の指標化に関する研究：健康日本

２１（第二次）等の健康寿命の検討 

 健康寿命の３指標について、平成 25年の全国

と都道府県の推定値を算定するとともに、「日常

生活に制限のない期間の平均」について、平成

22 年と 25 年の全国と都道府県の 95％信頼区間

を推定した。「日常生活に制限のない期間の平均」

は全国と多くの都道府県で平成 25年が 22 年に

比べて延伸傾向、「自分が健康であると自覚して

いる期間の平均」と「日常生活動作が自立して

いる期間の平均」もほぼ同様の傾向であった。

これらの傾向は健康日本２１（第二次）の健康

寿命の目標（平均寿命の増加分を上回る健康寿

命の増加）に向かう方向であると考えられた。

「日常生活に制限のない期間の平均」は 95％信

頼区間の推定結果から、全国の推定値の精度が

十分に高いこと、および、都道府県の推定値の

解釈には 95％信頼区間の考慮の必要性が大き

いことが示唆された。今後、健康寿命について、

全国の年次推移の観察をさらに継続するととも

に、都道府県格差の変化を評価することが重要

であろう。 

４）健康寿命の指標化に関する研究：健康寿命

の国際的な指標化に関する検討 

 健康寿命は米国及び欧州での算定が行われ、

その国際的な動向も踏まえて日本における健康

日本２１（第二次）の目標設定が行われてきた。

国際的には 2020 年までは現行の指標が使用さ

れるが、その後に使用される健康寿命指標の検

討が行われている。そこで、その国際的なコン

センサス作りに貢献するとともに、その情報を

収集して日本における健康寿命政策に貢献する

ことを目的として、健康寿命の国際的な指標化

に関する検討を進めてきた。健康・平均寿命情

報システムに関する欧州共同事業（JA EHLEIS）

及び国際健康寿命学会（REVES）に付随して実施

された検討会議に参画した。また、日本におけ

る健康寿命の状況を国際的に発信するホームペ



ージを開設した。JA EHLEIS により、新しい健

康寿命指標についての論点整理及び展望が記載

された報告書（blue print）が取りまとめられ

た。また、REVES における検討会議では、機能

障害よりも、参加に焦点をあてた健康寿命の開

発の検討を進める必要があるとの議論が行われ

ている。 

５） 中間評価に向けたモニタリング手法の開

発に関する研究：健康寿命の都道府県格差

の分析手法に関する検討 

 健康日本２１（第二次）で上位目標の一つと

している、健康寿命（日常生活に制限のない期

間の平均）の「都道府県格差の縮小」の具体的

な分析・評価方法を、平成 22 年と 25年の値を

用いて検討した。都道府県別健康寿命の推定値

には誤差があり、“推定値の分布”をそのまま

用いると都道府県格差を過大評価するおそれが

あるため、誤差の影響を補正した“真の値の分

布”にもとづいて両年次間で比較したところ、

男性では、健康寿命の“真の値の分布”全体が

高い方に移動しており、低順位ほど移動幅が大

きく、都道府県のバラツキ、すなわち分布の横

幅を意味する標準偏差は、平成 22 年の 0.57→

平成 25 年の 0.47 となり、約 17％縮小がみられ

た。女性では、健康寿命の値の分布は高い方に

移動していたが、低順位では変化はみられず、

標準偏差は、平成 22 年の 0.64→平成 25 年の

0.61 となり、約 6％のわずかな縮小だった。こ

れらの標準偏差の誤差を算出する方法はまだ未

検討であるため、今の段階で平成 22 年と 25 年

の２点比較で健康寿命の都道府県格差の変化を

評価することは困難であり、時点間での差の検

定方法の開発を含め、引き続き研究を行ってい

く必要がある。 

６）こころの健康・休養に関する研究 

 健康日本２１（第二次）における、こころの

健康・休養に関する目標項目「睡眠による休養

を十分取れていないものの割合の減少」を推進

するにあたり、特定健康診査（特定健診）・特定

保健指導を活用する可能性について検討するこ

とを目的に、特定健診の受診者を対象に睡眠や

精神健康、働き方などを測定する質問紙調査を

行った。都内のある健診機関で特定健診を受け、

研究参加に同意が得られた 797 人を対象に解析

を行ったところ、特定健診に含まれている「睡

眠で休養が十分とれている」かどうかを確認す

る項目の回答は睡眠障害やこころの健康、ワー

ク・エンゲージメントやワーカホリズムを一定

程度反映すること、さらに血圧・血糖・腹囲の

異常と睡眠障害が関連する可能性があることが

示唆された。今後、特定保健指導に短時間の睡

眠指導を組み合わせることの実施可能性・有用

性や、企業から睡眠衛生の向上をはかっていく

具体的な方策を検討していく価値があると考え

られる。 

７）次世代の健康に関する目標項目の評価法の

開発に関する研究 

 21世紀出生児縦断調査のデータを用いて、各

社会経済的指標（世帯年収、父親・母親それぞ

れの学歴）のカテゴリごとに母親の喫煙率と、

喫煙による出生体重の減少量の相関を検討した

ところ、平成 13（2001）年出生児では、世帯年

収カテゴリ（r=0.90）と父親の学歴カテゴリ

（r=0.99）で強い相関、母親の学歴カテゴリで

は弱い相関（r=0.30）を示したが、平成 22（2010）

年出生児では、母親の学歴カテゴリ（r=0.89）、

父親の学歴カテゴリで強い相関（r=0.84）、世帯

年収カテゴリ（r=0.50）で中程度の相関を示し

た。カテゴリ数がそれぞれ４つと少ないが、２

回の調査で同様の結果が得られたのは父親の学

歴であり、母子保健における社会経済的指標の

交互作用を検討する場合には、父親の学歴を用

いることが有用である可能性が示唆された。 

８）健康日本２１推進に向けて〜肥満・メタボ

リックシンドローム対策に関する研究 

 特定保健指導の有効性を検証するため、特定

保健指導に関する文献をシステマティック・レ

ビュー及びメタアナリシスを実施した結果、対

照群に比較して積極的支援群では体重・収縮期

血圧・中性脂肪・HDL-コレステロール・HbA1c

が有意に改善した。 

 肥満・生活習慣病対策を進めている愛知県内



２市をモデルに、事業推進・評価の支援を行い、

健康日本２１を進める要因を検討した。蒲郡市

ではポピュレーションアプローチに軸を置いた

対策とその評価を、東海市では地域資源を活用

した地域・職域の健康づくりを目指す対策とそ

の評価を実施した。 

 データヘルス計画や保健事業の推進にあたり、

各企業や自治体等で集団の特徴を把握し易くす

るために、e-stat、NDB を活用した「健康指標

見える化ソフト」のうち、オリジナルデータの

取り込み機能を改訂した。 

９）栄養・食生活のモニタリング及び食環境整

備に関する研究 

 健康日本２１（第二次）の食環境に関する目

標の１つである「食塩や脂肪等の低減に取組む

飲食店や企業の増加」に焦点を当て、地方自治

体の行政栄養士が食環境整備事業の課題や「健

康な食事」の基準等の影響をどのように考えて

いるかを把握し、今後の課題を検討することを

目的とした。全国 359保健所に勤務する 599名

の行政栄養士を対象に、無記名の質問紙調査を

郵送法で平成 27年３月～４月に実施し、以下の

結果を得た。(1) 食環境整備事業は８割以上の

保健所で実施されているものの、８～９割の行

政栄養士が「順調に進んでいない」と感じてい

た。順調に進んでいない理由として「店舗数の

未増加」があり、その要因は「飲食店へのイン

センティブ不足」「普及啓発不足」「事業の実施

体制の未整備」などであった。(2) 行政の事業

として食環境整備を「非常に重要」または「少

し重要」と考えている者は８割を超えていたが、

やりがいについては「どちらともいえない」

43.7％、「あまり又はまったくやりがいがない」

11.1％であり、とくに都道府県、政令市等でそ

の割合が高かった。(3) 食環境整備事業の事業

評価としては、登録店数をモニタリングする以

外にほとんど行われていないという課題が示さ

れた。今後は、ポピュレーションアプローチの

評価枠組として提案され国内外で活用が始まっ

ている RE-AIM モデルなどの理論的枠組を用い

た評価を、地域の大学や研究機関と協同して行

っていく必要がある。 

10） 健康日本２１（第二次）に準拠した自治体

における身体活動・運動分野の取り組み 

 身体活動に関する国の政策を監査するための

ツール（Health Enhancing Physical Activity - 

Policy Audit Tool; HEPA-PAT）日本語版を用い

て、47都道府県の健康増進部門における身体活

動の政策と行動計画の策定および実施状況につ

いて明らかにすることを目的とした。47都道府

県の保健行政担当部門にあて、依頼文と

HEPA-PAT日本語版を郵送し、HEPA-PAT への記入

ならびに返送を依頼した。返送された HEPA-PAT

の各質問項目の取組状況の記述統計をまとめた。

HETA-PAT による評価項目は以下の通り。１．行

動計画の策定状況、２．部門・組織間の連携状

況、３．身体活動に関する目標策定状況、４．

科学的根拠の利用状況、５．事業や活動の実施

状況、６．行動計画策定前後の身体活動状況評

価、７．行動計画策定前後の環境状況評価、８．

身体活動促進を管轄する部門・組織の状況、９．

キャンペーン実施状況、10.専門家の支援状況。

2016年１月末現在での提出状況は 44都道府県、

提出割合は 93.6％であった。残りの３府県に関

しては、現在も督促を継続しており、悉皆での

調査結果の回収を目指す。10の評価項目のうち、

実施ありと回答した都道府県の割合は 13.6〜

100％であり、施策ごとに取組みの割合が大きく

異なった。 

 健康日本２１（第二次）の身体活動・運動分

野における行政の政策を監査するためのツール

HEPA-PAT日本語版を用いて評価した。今後、本

研究成果を各都道府県に返却するとともに、評

価を継続的に行うことで、行政の取り組みの可

視化に活かしたい。 

11） アルコール関連健康障害の保健指導と介

入に関する研究 

 ３年間にわたり、主に保健医療従事者を対象

にして、簡易介入に関する人材育成を行ってき

た。初年度は１回のみの研修開催であったが、

２年目以降は各２回行い、今年度は平成 27年７

月 27 日と同年 12 月 18 日の２回にわたり、約



100 名に対して研修を行った。参加者からのフ

ィードバックも好評であり、実施の意義は十分

にあったと考えられる。研修の意義の大きさを

鑑み、今後は久里浜医療センターの研修の一つ

として継続したいと考えている。もう一つの課

題であるわが国発のエビデンスについては、新

たな法である「アルコール健康障害対策基本法」

の基本計画に盛り込まれており、法施行の中で

これらの研究の加速が期待される。 

(12) 自治体におけるたばこ対策の推進に関す

る研究 

大阪府においては、平成 22年度から府内市町

村に対して特定健診等の場における禁煙支援の

推進を図るため、大阪府の事業として位置づけ、

その実施状況をモニタリングするとともに、指

導者向けのマニュアルや教材を整備して指導者

研修を継続的に実施した。その結果、集団特定

健診当日の喫煙者全員に短時間禁煙支援を実施

する市町村の割合は、平成 21年から 25年度に

かけて 17.9％から 46.9％と、2.6 倍増加した。

一部の喫煙者への禁煙支援の実施を含めると、

同期間に 1.3 倍増加し、平成 25年度には府内の

７割にあたる市町村で短時間禁煙支援が実施さ

れていた。その効果として、平成 23～24年なら

びに平成 25～26年において、集団特定健診当日

の禁煙支援が未実施の市町村に比べて、全員ま

たは一部の喫煙者に実施している市町村では、

健診連続受診者における喫煙率減少割合が有意

に高く、都道府県レベルでの禁煙支援事業の効

果が示唆された。 

 これまで日本では学歴別の喫煙率を調査した

研究はほとんどなかった。そこで、国民生活基

礎調査データを用いて、性年齢階級別に学歴別

の喫煙率を計算した。25～34歳男性では中卒の

学歴の者で 68.4％(95％信頼区間：66.0-70.6)

と最も高い現在喫煙の割合を認めた一方、大学

院卒の学歴の者で現在喫煙の割合は最も低く

19.4％(17.2-21.9)であった。25～34 歳の女性

では、中卒の学歴の者で 49.3％(46.3-52.3)と

最も高い現在喫煙の割合を認めた一方、大学院

卒の学歴の者で現在喫煙の割合は最も低く 

4.8％(2.9-7.4)であった。本研究は日本人成人

における喫煙の学歴格差に関する基礎資料とな

る。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究事業では、全体研究と個別研究により、

以下の５点について調査研究を行った。 

１．マニュアル作成と研修会などを通じた健康

づくり関連職種における普及啓発 

２．認知度調査を含む、国民における普及啓発 

３．健康日本２１（第二次）での目標や指標に

関する方法論上の検討とデータ解析 

４．生活習慣や健康指標における格差の現状把

握と要因解明 

５．モデル地域での健康づくり事業の展開とそ

の評価 

 この５項目のそれぞれについて、本年度の達

成状況を検討したい。 

 第１項「マニュアル作成と研修会などを通じ

た健康づくり関連職種における普及啓発」では、

各分担研究者の協力により研修会を実施したと

ころ、多くの参加者から高い評価を受けた。マ

ニュアルや研修会資料は研究班ホームページに

公開されており、多くのアクセスがある。さら

に、研究班ホームページでは、(1) 特定健診デ

ータを用いたグラフ簡易作成システム、(2) 自

治体等でのたばこ対策の推進に役立つファクト

シートや調査票等の資料、(3) 地方自治体にお

ける生活習慣病関連の健康課題把握のための参

考データ・ツール集などが掲載されている。樋

口は、アルコール関連健康障害の保健指導と介

入に関する研修会を主に保健医療従事者を対象

に実施して、簡易介入に関する人材育成に努め

た。このように本研究班は、健康日本２１（第

二次）の推進に向けて健康づくり関連職種に対

する情報提供を積極的に行っている。 

 第２項「認知度調査を含む、国民における普

及啓発」では、平成 25年に比べて平成 27年で

認知度が有意に上昇したものは「健康寿命」

（34.2％→66.2％）、「ロコモティブシンドロー

ム」（30.2％→40.7％）、「１日の望ましい野菜の



量＝300g」（41.6％→49.3％）であった。その背

景として、健康寿命については、健康寿命の延

伸を目指す政策の進展、健康寿命に関するメデ

ィア報道・テレビＣＭなどの影響が考えられる。

ロコモティブシンドロームについては、テレビ

ＣＭや各自治体でのキャンペーンなどが考えら

れる。また、「１日の望ましい野菜の量＝300g」

については、そのことをラベルに明示した野菜

ジュースの販売による影響が考えられる。一方、

「慢性閉塞性肺疾患 COPD」の認知度は有意に低

下した（51.1％→42.8％）。その理由について、

今後さらに検討を深める必要がある。 

 第３項「健康日本２１（第二次）での目標や

指標に関する方法論上の検討とデータ解析」で

は、橋本が平成 22 年と 25 年の健康寿命の推移

を算定し、横山が健康寿命の都道府県の縮小に

関する分析・評価方法を検討した。その結果、

(1) 健康寿命（日常生活に制限のない期間の平

均）は全国と多くの都道府県で平成 25 年が 22

年に比べて延伸する傾向が見られ、その傾向は

健康日本２１（第二次）の目標（平均寿命の増

加分を上回る健康寿命の増加）に向かう方向で

あること、(2) 健康寿命の真の値をめぐる都道

府県間のバラツキ（標準偏差）は、平成 22年と

平成 25 年との間で、男性で約 17％縮小、女性

で約６％縮小し、健康日本２１（第二次）の目

標（健康寿命の都道府県格差の縮小）に向かう

方向であることが、示された。これらの研究成

果は、平成 27年 12月 24日に開催された厚生労

働省「健康日本２１（第二次）推進専門委員会」

に報告された。また宮地は、47都道府県の健康

増進部門における身体活動の政策と行動計画の

策定および実施状況について調査を行い、施策

ごとに取組みの割合が大きく異なることを明ら

かにした。 

 第４項「生活習慣や健康指標における格差の

現状把握と要因解明」では、山縣は母子保健に

おける社会経済的指標の交互作用を検討する場

合には父親の学歴を用いることが有用である可

能性を報告し、中村は低学歴の者ほど喫煙率が

高くなることを報告した。これらは、21世紀出

生児縦断調査、国民生活基礎調査や国民健康栄

養調査などの二次利用により得られた知見であ

る。今後は、さらに格差の実態を解明するとと

もに、その要因を検討することが必要と思われ

る。 

第５項「モデル地域での健康づくり事業の展

開とその評価」では、津下が愛知県内２市にお

いて肥満等の生活習慣病対策の推進方策を、環

境面・保健事業面で検討した。中村は特定健診

等の場で禁煙支援を実施している市町村では、

健診連続受診者における喫煙率減少割合が有意

に高いことを報告し、都道府県レベルでの禁煙

支援事業の効果を示唆した。山之内は特定健診

の場を活用した睡眠・こころの健康の状況把握

の可能性を検討した。これらの取り組みは研究

班会議において報告議論され、さらに「健康日

本２１（第二次）に関する実践マニュアル」に

も反映されている。 

 以上のように、本研究課題は当初の計画通り

順調に進捗し、所期の成果とともに完結となっ

た。本研究事業の研究分担者は、わが国の健康

づくりの最先端に立つ者ばかりであり、研究と

実践では豊富な経験を有している。今後もそれ

ぞれの立場において、健康日本２１（第二次）

の推進に貢献する所存である。 

 

Ｅ．結 論 

 健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立

場からサポートすることを目的に 10 名の研究

者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１．健康日本２１（第二次）の普及に向けて保

健医療関係職種を対象とする研修会を実施

した。 

２．電話調査の結果、平成 25 年に比べて平成

27 年で認知度が有意に上昇したものは「健

康寿命」、「ロコモティブシンドローム」、「１

日の望ましい野菜の量＝350g」であった。

一方、「慢性閉塞性肺疾患 COPD」の認知度

は有意に低下した。 

３．健康寿命（日常生活に制限のない期間の平

均）は全国と多くの都道府県で平成 25年が



22 年に比べて延伸傾向で、都道府県間のバ

ラツキ（標準偏差）も縮小傾向であり、健

康日本２１（第二次）の目標達成に向かっ

ていることが示された。 

４．低学歴の者ほど喫煙率が高かった。母子保

健における社会経済的指標の交互作用を検

討する場合には、父親の学歴を用いること

が有用である可能性が示唆された。 

５．特定健診等の場で禁煙支援を実施している

市町村では健診連続受診者における喫煙率

減少割合が有意に高いことが分かり、都道

府県レベルでの禁煙支援事業の効果が示唆

された。肥満・生活習慣病対策を進めてい

る愛知県内２市をモデルに、健康日本２１

を進める要因を検討した。 

６．全国の行政担当者に対するアンケート調査

により、食環境整備や身体活動などに関す

る事業の実施状況と課題について検討した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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